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38 既設建築物設備工事業
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（平成27年4月1日～平成30年

　３月31日工事開始分)

１ 9 0 0 1 0 5 0 0 1０  １x x

㋑ ㋺ ㋩ ㋥

メリット制が適用されている場合は、
昨年度の労災保険率決定通知書
を参照し、メリット率を記入の上計
算してください。

一般拠出金は平成19年４月１日以降に
開始した工事のみとなります。

令和 2

　事業の開始時期によってメリット料率が異なる場合がありますのでご注意ください。
　1円未満の端数が出た場合は、切り捨ててください。
　

１　一括有期事業報告書に記入していただいた工事をとりまとめるのが総括表です。
　一括有期事業報告書から、総括表で分類してあります事業の種類、事業開始時期ごとに「一括有期事業
報告書」の「請負金額」と「賃金総額」欄の金額を「一括有期事業総括表」の該当する箇所に転記してくだ
さい。その額に、該当する労災保険率を乗じて業種ごとの保険料額を計算してください。
２　昨年度（令和2年度）にメリット制が適用されている事業場は、昨年度送付している「労災保険率決定通知
書」により、保険料額を計算してください。
　なお、この場合一括されている各事業の開始時期における労災保険率（基準料率）と当該事業の終了し
た日の属する保険年度のメリット増減率を用いて算出した労災保険率（メリット料率）により労災保険料を算
定します。

・記入例 令和 2
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